
◎商工会議所法及び商工会法の一部を改正する法律 
（平成一六年四月二八日法律第三九号）   

一、提案理由（平成一六年三月一七日・衆議院経済産業委員会） 

○中川国務大臣 

……………（略）…………… 

 最後に、商工会議所法及び商工会法の一部を改正する法律案につきまして、その提案

理由及び要旨を御説明申し上げます。 

 市町村合併の動きが加速する中で、各地域において中小企業の支援等を行っている商

工会議所及び商工会が商工業の実態に即して円滑に合併することができるよう、所要の

規定を整備するため、本法律案を提出した次第であります。 

 次に、本法律案の要旨を御説明申し上げます。 

 第一に、商工会議所法の一部改正であります。 

 その改正の第一点は、商工会議所同士の合併に伴う手続面や税制面の負担を軽減する

ため、商工会議所の合併に関して所要の規定の整備を行うことであります。 

 第二点は、商工会議所が、地域の商工業の状況に応じて柔軟に合併することを可能と

するため、商工会議所の地区に関する規定の弾力化を行うことであります。 

 第二に、商工会法の一部改正であります。 

 その改正点は、商工会議所法の改正における地区に関する規定の弾力化と同趣旨の改

正を行うことであります。 

 以上が、これら法律案の提案理由及び要旨でございます。 

 何とぞ、慎重御審議の上、御賛同賜りますようお願い申し上げます。 

二、衆議院経済産業委員長報告（平成一六年四月一日） 

○根本匠君 ただいま議題となりました三法律案につきまして、経済産業委員会におけ

る審査の経過及び結果を御報告申し上げます。 

……………（略）…………… 

 次に、商工会議所法及び商工会法の一部を改正する法律案につきましては、商工会議

所同士の合併規定を創設するほか、合併が円滑に進むように商工会議所及び商工会の地

区の特例を拡大する等の措置を講ずるものであります。 

 本委員会においては、去る三月十七日、三法律案に関し中川経済産業大臣からそれぞ

れ提案理由の説明を聴取した後、同十九日より質疑に入り、昨日質疑を終了いたしまし

た。質疑終了後、討論を行い、中小企業金融公庫法及び独立行政法人中小企業基盤整備

機構法の一部を改正する法律案及び中小企業等投資事業有限責任組合契約に関する法律

の一部を改正する法律案につきましては、それぞれ採決を行った結果、賛成多数をもっ

て、商工会議所法及び商工会法の一部を改正する法律案につきましては、採決の結果、

全会一致をもって、いずれも原案のとおり可決すべきものと議決いたしました。 

 なお、三法律案に対しそれぞれ附帯決議が付されました。 



 以上、御報告申し上げます。 

○附帯決議（平成一六年三月三一日） 

 政府は、地域の総合的な経済団体として商工会議所及び商工会が重要な役割を果たし

ていること及び小規模事業者対策の充実が必要とされていることにかんがみ、本法施行

に当たり、次の諸点について適切な措置を講ずべきである。 

一 商工団体（商工会議所・商工会）が地域の実状に応じて合併を行った結果、行政の

区域と商工団体の地区が異なることとなる場合には、行政と商工団体との一体的な活

動に支障が生ずることのないよう、法の運用に当たって配慮するとともに、行政側・

商工団体側に一層の連携に向けての努力を求めること。 

二 市町村合併の進展に伴い、同一市町村内に商工会議所と商工会が併存する事例の増

加が予想されることから、商工会議所と商工会の組織の今後のあり方について、合併

のメリット・デメリットを含め当事者の自主的な議論が積み重ねられるべきであるが、

政府としてもこうした当事者間の議論や地域の商工業者のニーズを踏まえつつ、所要

の検討を行うこと。 

三 商工団体の合併の円滑化を促進するため、合併に係る認可規定の趣旨をはじめ本改

正の内容の周知に努めること。 

四 多様化・複雑化した中小企業対策の内容を零細企業者まで浸透させるとともに、中

小企業者に最適な政策メニューを示す総合アドバイザーとしての役割を商工会議所・

商工会が果たすよう努めること。また、多様化する施策ニーズへ対応するために、経

営指導員等の資質向上に向けた人材育成のための施策を充実させること。 

五 商工会議所法及び商工会法に基づく公益性、中立性の原則から逸脱することのない

よう適切に指導すること。 

三、参議院経済産業委員長報告（平成一六年四月二一日） 

○谷川秀善君 ただいま議題となりました法律案につきまして、経済産業委員会におけ

る審査の経過と結果を御報告申し上げます。 

 本法律案は、市町村合併の動きが加速する中で、商工会議所及び商工会が商工業の実

態に即して円滑に合併することができるよう、商工会議所の合併に関して所要の規定を

整備するとともに、商工会議所及び商工会の地区の特例を拡大する等の措置を講じよう

とするものであります。 

 委員会におきましては、商工会議所及び商工会の合併の在り方、経営指導員の資質の

向上の必要性、国内繊維産業の振興策等について質疑が行われましたが、その詳細は会

議録によって御承知願います。 

 質疑を終わり、採決の結果、本法律案は全会一致をもって原案どおり可決すべきもの

と決定をいたしました。 

 なお、本法律案に対し四項目の附帯決議を行いました。 

 以上、御報告申し上げます。 



○附帯決議（平成一六年四月二○日） 

 政府は、本法施行に当たり、次の諸点について適切な措置を講ずべきである。 

一 商工会議所及び商工会（以下「商工団体」という。）が地域の実状に応じて合併を

行った結果、行政の区域と商工団体の地区が異なった場合には、行政と商工団体との

一体的な活動に支障が生ずることのないよう十分配慮するとともに、行政と商工団体

との一層の連携が図られるよう努めること。 

二 市町村合併の進展に伴い、同一市町村内に商工会議所と商工会が併存する事例の増

加が予想されることから、商工団体の組織の今後の在り方については、当事者間の自

主的な議論や地域の商工業者のニーズを踏まえ、組織強化に配意しつつ、早期に所要

の検討を行うこと。 

三 多様化する中小企業支援ニーズに適切に対応するため、商工団体がこれまで以上に

中小企業者に対する総合アドバイザーとしての役割を果たすことのできるよう、経営

指導員等の資質向上に向けた施策を充実させること。 

四 現下の中小企業を取り巻く厳しい経済状況にかんがみ、多様化・複雑化した中小企

業支援施策が有効に活用されるよう、その内容を小規模事業者にまで浸透させるよう

に努めること。 

  右決議する。 


